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～平成 29年 7月末時点で 83.9%の事業場がストレスチェックを実施～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大阪労働局（局長 田畑 一雄）は、全国労働衛生週間（本週間 10月

１日～7日、同準備期間 9月 1日～30日）を前にストレスチェック制度

の実施状況について取りまとめましたので、公表します。（詳細は別添） 

 

○ 大阪労働局としては、労働者の健康づくりを推進するため、ストレス

チェック制度の未実施事業場への指導に加え、実施事業場においてスト

レスチェック結果の有効活用が図られるようセミナーの開催、産業保健

関係助成金※１の利活用の促進、ポータルサイト「こころの耳」※２を通じ

た企業の取り組み事例等の提供などを実施しています。 

 

 

 

大 阪 労 働 局 
Press Release 

 

平成 29年 8月 28日 

【照会先】 

大阪労働局 労働基準部 健康課 

（電   話）０６（６９４９）６５００ 

 

・事業場の 83.9％がストレスチェックを実施 
～全国では、82.9%が実施（平成 29年 6月末現在～） 

・実施事業場の労働者の 78.7％が受検 

・受検労働者のうち面接指導を受けた者の割合はごく少数 

・実施事業場の 80.6％の事業場が集団分析を実施 

※1 ストレスチェック実施後の集団分析結果を踏まえた職場環境改善に取り組む際にその費用を一部助成するも

のほか、ストレスチェック助成金、心の健康づくり計画助成金などがあります。（別添資料参考２①参照） 

※2 厚生労働省が提供する、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト（別添資料参考２②参照） 

https://kokoro.mhlw.go.jp/ 
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別添 

１ ストレスチェック制度の実施状況

・平成29年7月末現在（以下同じ）、ストレスチェック制度の実施が義務付けられた常時50

人以上の労働者を使用する事業場のうち、所轄の労働基準監督署に実施報告書の提出があっ

た事業場※１は８割強。 

表1 ストレスチェック制度の実施状況 

事業場規模 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 計 

ストレスチェックを 

実施した事業場の割合 82.9% 83.3% 90.2% 91.1% 99.0% 83.9% 

※１ ストレスチェックの実施が義務付けられている事業場は、ストレスチェックの実施結果に

関する報告書を所轄の労働基準監督署に提出する義務がある。報告書の提出時期は、各事

業場の事業年度の終了後など、事業場ごとに設定して差し支えないこととしている。 

表2 ストレスチェック制度の実施状況（主な業種別） 

業　　　種 製造業 建設業 運輸交通業 貨物取扱業 商業 

ストレスチェックを 

実施した事業場の割合 86.0% 95.7% 85.7% 87.3% 76.1% 

金融・広告業 通信業 教育・研究業 保健･衛生業 接客娯楽業 清掃・と畜業 

94.2% 90.2% 92.4% 84.9% 71.2% 67.1% 

≪ 以下２～５は、実施報告書の提出があった事業場における実施状況 ≫ 

２ ストレスチェックの受検状況

・在籍労働者のうち、ストレスチェックを受けた労働者は約８割。 

表３ ストレスチェックの受検状況 

事業場規模 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 計 

ストレスチェックを 

受けた労働者の割合 79.7% 78.6% 77.0% 76.7% 64.1% 78.7% 

ストレスチェック制度の実施状況

※ 厚生労働省大阪労働局労働基準部健康課調べ（平成29年７月末） 
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３ ストレスチェック実施者 ※ ２の選任状況 

・事業場内の産業医等がストレスチェック実施者として関与している事業場は約６割。 

 

表４ ストレスチェック実施者の選任状況（事業場の割合） 

事業場規模 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 計 

事業場内の産業医等 55.6% 61.8% 65.0%  70.3%  75.3% 59.3% 

 

①事業場選任の産業医 48.3% 51.8%  58.3%  58.3%  67.0% 51.0% 

②事業場所属の医師 

（①以外の医師に限る） 

保健師、看護師または 

精神保健福祉士 

7.3% 13.3%  12.0%  12.0%  8.2% 8.3% 

外部委託の医師、 

保健師、看護師または 

精神保健福祉士 
44.4% 38.2% 35.0%  29.7%  29.7%  40.7% 

 

※２ ストレスチェック実施者は、ストレスチェックの調査票の選定や調査票に基づくストレス

の程度の評価方法、高ストレス者の選定基準の決定について、事業者に対して専門的な見

地から意見を述べるとともに、ストレスチェックの結果に基づき、当該労働者が医師によ

る面接指導を受ける必要があるか否かを確認するなどの役割がある。ストレスチェック実

施者は、医師、保健師、一定の研修を受けた看護師・精神保健福祉士から選任する必要が

ある。 

 

 

４ 医師による面接指導の実施状況 

（１）医師による面接指導を受けた労働者の状況 

・ストレスチェックを受けた労働者のうち、医師による面接指導を受けた労働者※３はごく少数。 

 

表５ 医師による面接指導を受けた労働者の状況 

事業場規模 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 計 

ストレスチェックを 

受けた労働者の割合 0.7% 0.6% 0.5% 0.5% 0.4% 0.6% 

 

※３ 事業者は、ストレスチェックの結果、高ストレス者として選定された者であって、医師に

よる面接指導を受ける必要があるとストレスチェック実施者が認めた者のうち、労働者か

ら申出があった者について、医師による面接指導を実施しなければならない。 
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（２）医師による面接指導を実施した事業場の状況 

・ストレスチェックを実施した事業場のうち、医師による面接指導を実施した事業場は約３割。 

・医師による面接指導を実施した事業場のうち、事業場選任の産業医が面接指導を担当した事

業場は約８割。 

 

表６ 医師による面接指導の実施状況 

事業場規模 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 計 

医師による面接指導を 

実施した事業場の割合 20.7% 32.4% 51.5%  60.3%  75.3% 29.0% 

 

表７ 面接指導実施者の選任状況（事業場の割合） 

事業場規模 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 計 

①事業場選任の産業医 74.4% 75.8% 78.5%  81.0%  83.6% 76.2% 

②事業場所属の医師 

（①以外の医師に限る） 5.5% 7.6% 6.6%  7.3%  8.2% 6.7% 

③外部委託の医師 20.1% 16.6% 14.9%  11.7%  8.2% 17.1% 

 

 

５ 集団分析 ※ ４の実施状況 

・ストレスチェックを実施した事業場のうち、集団分析を実施した事業場は約８割。 

 

表８ 集団分析の実施状況 

事業場規模 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上 計 

集団分析を実施した 

事業場の割合 78.7% 82.2% 84.7%  83.1%  86.0% 80.6% 

 

※４ 集団分析とは、ストレスチェックの結果を職場や部署単位で集計・分析し、職場ごとのス

トレスの状況を把握すること。 

集団分析の結果を、業務内容や労働時間など他の情報と併せて評価し、職場環境改善に取

り組むことが事業者の努力義務となっている。 
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参考１ 
 

ストレスチェック制度について 

 

○ ストレスチェック制度とは、職場におけるメンタルヘルス不調を未然に防止する

ことを目的に、平成27 年12 月1日から、常時50 人以上の労働者を使用する

事業場を対象として、年１回のストレスチェックとその結果に基づく面接指導など

の実施を義務付けています。また、実施結果は、所轄の労働基準監督署に報告しな

ければなりません。 

 

○ ストレスチェックは、ストレスに関する質問票に労働者が記入し、回答を集計・

分析することで、 

・ 労働者自身のストレスへの気づきを促すこと 

・ 集団分析等を、ストレスの原因となる職場環境の改善につなげること 

などにより、「うつ」などの、メンタルヘルス不調を未然に防止することを目的と

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衛生委員会の開催（実施方法など社内ルールの策定） 

ストレスチェック（年1回）に実施 

本人に結果を通知 

医師の面接指導の時実施 

医師から意見聴取 

就業上の措置の実施 職場環境の改善 

集団分析（努力義務） 

 

 

 

「うつ」などの、メンタルヘルス不調を未然防止 ! ! 

個人の結果を一定規模

のまとまりの集団ごと

に集計・分析 

労働基準監督署に 

実施結果報告書を提出 

※提出時期は、各事業場の事業年度

の終了後など、事業場ごとに設定

して差し支えありません。 

ストレスチェックおよび面接

指導の実施状況の報告※義務 

ストレスチェック制度の目的は、 

・労働者自身のストレスへの気づきを

促すこと 

・集団分析等をストレスの原因となる

職場環境の改善につなげること 

などにより、労働者のメンタルヘルス

不調を「未然防止」することです。 

ストレスチェック制度の実施手順 
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NEW

NEW

◆この助成金は、厚生労働省の産業保健活動総合支援事業の一環として行われています。◆

産業保健関係助成金のお問い合せは 

ナ ヤ ミ ヲ シ ロウ

ストレスチェック助成金
（労働者数50人未満の事業場が対象）

職場環境改善計画助成金
（労働者数の制限なし）

○小規模事業場が産業医の要件を備えた医師と
契約し、ストレスチェック等を実施した場合
に、次の費用を助成する。

①ストレスチェックの実施に対する助成
●従業員1人につき500円を上限として、そ
の実費額を支給。

②ストレスチェック実施後の医師による面接指
導・意見陳述に対する助成
●医師による活動１回につき21,500円を上
限として、その実費額を支給（一事業場に
つき年３回が限度）。

小規模事業場
産業医活動助成金

（労働者数50人未満の事業場が対象）

○小規模事業場が産業医の要件を備えた医師と
職場巡視、健康診断異常所見者に関する意見
聴取、保健指導等、産業医活動の全部または
一部を実施する契約をした場合に実費を支給
（６か月当たり10万円を上限×２回限り）。

※一事業場につき将来にわたって２回の支給に限
ります。

○ストレスチェック実施後の集団分析を踏まえ、
【Ａコース】 専門家（※）の指導に基づき、職場環
境改善計画を作成・実施した場合に、指導費用及び
機器・設備購入費の実費を支給（10万円を上限、
うち機器・設備購入費は５万円を上限かつ単価５万
円以内のもので将来にわたり１回限り）。
（※）：産業医等の医師、保健師、看護師、精神保健福祉士、産

業カウンセラー・臨床心理士等の心理職、労働衛生コン
サルタント、社会保険労務士

【Ｂコース】 メンタルヘルス対策促進員の助言・支
援（訪問３回まで）を受け、職場環境改善計画を作
成・実施した場合に、機器・設備購入費の実費を支
給（５万円を上限かつ単価５万円以内のもので将来
にわたり１回限り）。

心の健康づくり計画助成金
（労働者数の制限なし）

○メンタルヘルス対策促進員の助言・支援（訪問３
回まで）を受け、心の健康づくり計画（ストレス
チェック実施計画を含む。）を作成し、計画に基
づきメンタルヘルス対策を実施した場合に支給
（一律10万円）。

※一企業につき将来にわたって１回の支給に限ります。

平成29年度　産業保健関係助成金のご案内

職場の健康づくりを応援します！

０５７０-７８３０４６
独立行政法人 労働者健康安全機構

NEW
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○ 事前登録の要件がなくなりました。

○ 年度中に実施した分が翌年度６月３０日まで申請可能となりました。

○ ストレスチェック助成金の②（表面参照）の対象が「ストレスチェック実施後の医師による
面接指導」「面接指導の結果についての事業主への意見陳述」の２点となりました。

のメニューが
 拡充 されました。産業保健関係助成金

※新たな助成金は  平成29年６月１日から申請受付  を開始しております。

助成金に関するお問い合せ・申請はこちら

産業保健・賃金援護部　産業保健業務指導課
〒211-0021 神奈川県川崎市中原区木月住吉町１番１号　事務管理棟

平日 ９時～12時
 13時～18時
（土曜、日曜、祝日休み）

受 付 時 間

小規模事業場産業医活動助成金
（労働者数50人未満の事業場が対象）

労働者数50人未満の事業場

労働者数50人以上の
事業場

ストレスチェック助成金
（労働者数50人未満の事業場が対象）

職場環境改善計画助成金
（労働者数の制限なし）

心の健康づくり計画助成金
（労働者数の制限なし）※企業単位

ストレスチェックの実施及び面接指
導等のほか、ストレスチェック実施
後の集団分析結果を踏まえた職場環
境改善計画を作成・実施した場合の
助成金です。

※「心の健康づくり計画助成金」は、
事業場単位ではなく、一企業につい
て、将来にわたり１回限りの支給と
なりますのでご留意ください。

ストレスチェックについての詳細や、実施プログラム（無料）、各種マニュアル等は、
こちらのWEBサイトをご覧ください。

※各種申請様式は、ホームページからダウンロードしてご利用ください。

https://kokoro.mhlw.go.jp/

https://www.johas.go.jp/

働く人のメンタルヘルス
ポータルサイト

「こころの耳」

「ストレスチェック助成金」が使いやすくなりました。

ナ ヤ ミ ヲ シ ロウ
０５７０-７８３０４６

独立行政法人 労働者健康安全機構

NEW

NEW

NEW

産業保健関係助成金

こころの耳

平成29年度
から
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衛生委員会の開催（実施方法など社内ルールの策定）

ストレスチェック（年１回）の実施

本人に結果を通知

就業上の措置の実施 職場環境の改善

ストレスチェック制度の実施手順

「うつ」などの、メンタルヘルス不調を未然防止 !!

☑ ｢メンタルヘルス不調の未然防止のためにストレスチェックを実施する」

旨の基本方針を、まず事業場内に明示しましょう。
☑ 衛生委員会で、ストレスチェックの実施方法について話し合いましょう。
☑ 社内規程として明文化して、全ての労働者にその内容を知らせましょう。

≪ストレスチェック実施までのポイント≫

労働基準監督署に
実施結果報告書を提出
※提出時期は、各事業場の事業年度の
終了後など、事業場ごとに設定して
差し支えありません。

医師の面接指導の実施

医師から意⾒聴取

ストレスチェックを実施しましょう
労働安全衛生法の改正により、労働者数50人以上の事業場において、
年１回のストレスチェックが義務づけられています。（平成27年12月から適用）

厚⽣労働省・都道府県労働局・労働基準監督署 H29.1

事業者の皆さまへ

集団分析
（※努⼒義務）

個人の結果を一定規模
のまとまりの集団ごと
に集計・分析

ストレスチェック制度の目的は、
・労働者自身のストレスへの気づきを
促すこと

・集団分析等を、ストレスの原因とな
る職場環境の改善につなげること

などにより、労働者のメンタルヘルス
不調を「未然防止」することです。

ストレスチェックおよび
面接指導の実施状況の報告
※義務

①ストレスチェックは誰に実施させるか
②ストレスチェックはいつ実施するか
③どんな質問票を使ってストレスチェックを実施するか
④どんな方法でストレスの高い人を選ぶか
⑤面接指導の申出は誰にすれば良いか
⑥面接指導は産業医又はどの医師に依頼して実施するか
⑦集団分析はどんな方法で行うか
⑧ストレスチェックの結果は誰が・どこに保存するのか 等

右のような項目
について、話し
合いましょう。

実施に
向けた
検討事項

参考２③

13



働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
○ ストレスチェック制度をはじめとする、メンタルヘルス対策全般の情報を掲載
しています。
https://kokoro.mhlw.go.jp/

○ 本プログラムの利⽤に関する詳細やご不明点などは、専用のコールセンター
（フリーダイヤル）にお問い合わせください。

【電話番号】 ０１２０－６５－３１６７（フリーダイヤル）
【受付日時】 10:00〜17:00（土・日、祝日、12月29⽇〜１⽉３⽇を除く）

ストレスチェック制度サポートダイヤル
○ ストレスチェックに関わる方（産業医、保健師、事業者、衛生管理者、など）
からの、ストレスチェック制度に関するお問い合わせ（事業場における実施方
法、実施体制など）に、専門家がお答えします。

【電話番号】 0570-03-1050（通話料がかかります）
【受付日時】 10:00〜17:00（土・日、祝日、12月29⽇〜１月３日を除く）

厚⽣労働省版ストレスチェック実施プログラム
をご活用いただくことで、簡単･便利に実施することができます。

このリーフレットについてのご質問は、最寄りの都道府県労働局または労働基準監督署までお問い合わせください。

｢ ストレスチェックって､どのように実施すればいいの？」とお悩みの方へ

厚⽣労働省版ストレスチェック実施プログラム（無料ツール）とは？

○ ストレスチェックの受検、結果出⼒、結果管理までを⼀括で実施できるプログ
ラムです。厚⽣労働省ホームページから無料でダウンロードいただけます。

http://stresscheck.mhlw.go.jp/

▼ 他にも、事業者の皆さまにご利⽤いただける相談窓⼝があります。

厚生労働省版ストレスチェック 検 索
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〈スローガン〉

1.重点事項 ※取組の詳細は下表をご参照ください。

第68回 全国労働衛生週間
平成29年10⽉１⽇（⽇）〜７⽇（⼟）［準備期間：９⽉１⽇〜30日］

「全国労働衛⽣週間」は、労働者の健康管理や職場環境の改善など『労働衛生』に関する国⺠の意識
を高め、職場での自主的な活動を促して労働者の健康を確保することを⽬的とし、毎年同じ期間に実施
しています。68回⽬となる今年も、各職場で、下記のようなさまざまな取組にご協⼒ください。

1. 事業者や総括安全衛⽣管理者による職場巡視
2.労働衛生旗の掲揚、スローガンなどの掲示 ※今年のスローガンは上記です。

3.労働衛⽣に関する優良職場、功績者などの表彰
4.有害物の漏えい事故、酸素欠乏症などによる事故など、緊急時の災害を想定
した実地訓練などの実施

5.労働衛⽣に関する講習会・⾒学会などの開催、作文・写真・標語などの掲示、
その他労働衛⽣の意識高揚のための⾏事などの実施

働き方改革で見直そう みんなが輝く 健康職場

（1）労働衛生管理体制の確立と労働衛生管理活動の活性化
（2）作業管理、作業環境管理、健康管理の推進
（3）労働衛生教育の推進
（4）心とからだの健康づくりの継続的・計画的な実施
（5）快適職場指針に基づく快適な職場環境の形成の推進
（6）職場における感染症に関する理解と取組の促進

（1）治療と仕事の両⽴⽀援対策の推進に関する事項
（2）化学物質による健康障害防止対策に関する事項
（3）労働者の心の健康の保持増進のための指針などに基づくメンタルヘルス対策の推進
（4）過重労働による健康障害防止のための総合対策の推進
（5）その他の重点事項

10⽉１⽇〜７⽇

９⽉１⽇〜30日

（1）
治療と仕
事の両立
支援

①事業者による基本方針等の表明と労働者への周知
②研修などによる両立支援に関する意識啓発
③相談窓口などの明確化
④両立支援に活用できる休暇・勤務制度や社内体制の整備
⑤治療と仕事の両立を支援するための制度導入に係る費用助成、産業保健総合支援センターによる支援の活用

（2）
化学物質
による健
康障害防
止

①ラベル表示・安全データシート（SDS）交付の状況の確認
②「ラベルでアクション」をキャッチフレーズとしたラベル表示、SDSの入手状況や危険有害性情報の確認
③リスクアセスメントの実施とその結果に基づくリスク低減対策の推進
④ラベルやSDSの内容やリスクアセスメントの結果についての労働者に対する教育の推進
⑤皮膚接触や経口ばく露による健康障害防止対策のための適切な保護具や汚染時の洗浄を含む化学物質の取り扱い上の注意事項の確認
⑥特殊健康診断等による健康管理の徹底
⑦建設業、食料品製造業等における一酸化炭素中毒の防止のための換気や有機溶剤を取り扱う作業におけるばく露防止措置の徹底

（3）
メンタル
ヘルス対
策

①事業者によるメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明
②衛生委員会などにおける調査審議を踏まえた「心の健康づくり計画」の策定、実施状況の評価及び改善
③４つのメンタルヘルスケアの推進に関する教育研修・情報提供
④ストレスチェック制度の適切な実施
⑤職場環境等の評価と改善等を通じたメンタルヘルス不調の予防から早期発見・早期対応、職場復帰における支援までの総合的な取組の実施
⑥自殺予防週間（９月10日～９月16日）などをとらえた職場におけるメンタルヘルス対策への積極的な取組の実施
⑦産業保健総合支援センターでのメンタルヘルス対策に関する支援の活用

（4）
過重労働
による健
康障害防
止

①時間外・休日労働の削減、年次有給休暇の取得促進や労働時間等の設定の改善による仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
②長時間労働者に関する産業医への情報提供等の実施の徹底
③長時間にわたる時間外・休日労働を行った労働者に対する面接指導等の実施の徹底
④健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に関する医師への適切な情報提供、医師からの意見聴取及び事後措置の徹底
⑤小規模事業場における産業保健総合支援センターの地域窓口の活用

（5）
その他

①職場における腰痛予防対策指針による、リスクアセスメントやリスク低減対策、労働衛生教育などの腰痛の予防対策の推進
②受動喫煙の健康影響についての教育啓発や、専門家に相談支援などの支援制度を活用した職場における受動喫煙防止対策の推進
③「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」に基づくＷＢＧＴ値の正確な把握や水分・塩分の摂取などの熱中症予防対策の徹底
④労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等における業務での労働者の石綿ばく露防止対策の徹底

粉じん障害、電離放射線や騒音、振動、石綿、化学物質などによる
健康障害防止対策の推進

準備期間
に実施する事項

全国労働衛生週間
に実施する事項

2.労働衛⽣３管理の推進など 3.作業の特性に応じた事項

4.東日本大震災、平成28年熊本地震に関連する
労働衛生対策の推進
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産保センターでは、職場のメンタルヘルス対策や治
療と仕事の両⽴⽀援などの産業保健活動を⽀援する
ため、企業への訪問指導や相談対応、研修などを実
施しているほか、その地域窓口では、小規模事業場
を対象に、医師による健康相談などを提供していま
す。

職場の受動喫煙防止に取り組む事業者を支
援するために、喫煙室の設置に必要な経費
の助成などの⽀援事業を⾏っています。

指針、通達、マニュアル等を掲載しているほか、スト
レスチェック実施プログラム（無料）がダウンロード
できます。

主な取組事項については、以下の解説サイトや支援をご活用ください。

病院・診療所、社会福祉施設の関係者を対象とした腰
痛予防に関する講習会を実施しています。

働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの
耳」で、メール相談や電話相談の窓口を設置している
ほか、企業の取組事例など、職場におけるメンタルヘ
ルス対策に役⽴つ情報を掲載しています。

産業保健総合支援センター・地域窓口

厚⽣労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

主 唱 厚⽣労働省、中央労働災害防⽌協会
協 賛 建設業労働災害防⽌協会、陸上貨物運送事業労働災害防⽌協会、港湾貨物運送事業労働災害

防⽌協会、林業・⽊材製造業労働災害防⽌協会

(H29.8)

http://www.johas.go.jp/shisetsu/
tabid/578/Default.aspx

産業保健総合支援センター 検 索

http://www.mhlw.go.jp/bunya/ro
udoukijun/anzeneisei12/

メンタルヘルス対策・過重労働対策 検 索

https://kokoro.mhlw.go.jp/

http://www.jisha.or.jp/seminar/
health/h3700_youtsu.html

腰痛予防対策講習会 検 索

支援

こころの耳 検 索

http://www.mhlw.go.jp/stf/s
eisakunitsuite/bunya/koyou_r
oudou/roudoukijun/anzen/kit
suen/index.html

職場 受動喫煙 検 索

職場での熱中症予防のため、関係省庁や関係団体と連
携し「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペー
ン」を実施しています。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunit
suite/bunya/0000116133.html

STOP!熱中症 クールワークキャンペーン 検 索

メンタルヘルス対策

QRコード →

ガイドラインや企業の取り組みの事例集などを掲載
しています。また、都道府県毎に両⽴⽀援チームを
設置し、地域の取組を推進しています。

治療と職業⽣活の両⽴ 検 索

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni
tsuite/bunya/0000115267.html

両⽴⽀援に取り組む事業主に対する助成⾦制度を
創設し、企業における労働者の雇用維持の取組を
支援しています。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/0000162833.html

治療と仕事の両⽴⽀援 助成⾦ 検 索

治療と仕事の両⽴⽀援対策

解説
サイト

QRコード →

支援

QRコード →

「ラベルでアクション」をキャッチフレー
ズに、リスクアセスメントを着実に実施し
ていただくため、化学物質を取り扱う事業
場で役⽴つ情報を掲載しています。

化学物質管理

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/an
zen/kag/kagaku_index.html

職場のあんぜんサイト 化学物質 検 索

解説
サイト

QRコード →

支援

支援
QRコード →

支援
解説
サイト QRコード →

https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/tabid/1151/Default.aspx

産業保健関係助成⾦ 検 索

【労働者健康安全機構】
０５７０－７８３０４６支援

支援

受動喫煙防止対策

腰痛予防対策
熱中症予防対策

解説
サイト

QRコード → QRコード →

QRコード →

ストレスチェックの実施や職場環境の
改善、心の健康づくり計画の作成、小
規模事業場の産業医活動などに対して、
事業主に費用の助成を⾏っています。

↑QRコード

解説
サイト
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